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平
成
27
年
度
税
制
改
正
の
特
色
は
、
経
済

の
好
循
環
を
実
現
さ
せ
る
た
め
、
法
人
税
改
革

の
要
素
が
盛
り
込
ま
れ
た
内
容
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

先
行
し
て
法
人
実
効
税
率
の
引
き
下
げ
が

行
わ
れ
る
一
方
で
、
大
法
人
に
つ
い
て
は
課
税

ベ
ー
ス
を
拡
大
し
、
広
く
負
担
を
分
担
す
る
改

正
と
な
っ
て
い
ま
す
。
他
に
も
経
済
の
活
力
を

後
押
し
す
る
改
正
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

Ｑ
１　
法
人
実
効
税
率
が
引
き
下
げ
と
な
る
そ

う
で
す
が
、
ど
の
く
ら
い
の
税
率
に
な
る
の
で

す
か
。

Ａ
１　
法
人
実
効
税
率
と
は
、
所
得
に
対
し
て

課
税
さ
れ
る
法
人
税
、
法
人
住
民
税
、
法
人
事

業
税
を
合
計
し
た
場
合
の
税
率
を
指
し
、
所
得

に
対
し
て
の
実
質
的
な
税
率
と
い
う
こ
と
に
な

り
ま
す
（
図
１
）。

　
具
体
的
に
は
、法
人
税
率
を
現
行
の
25・５
％

か
ら
23
・
９
％
に
引
き
下
げ
、
大
法
人
向
け
の

法
人
事
業
税
も
所
得
割
に
つ
い
て
は
標
準
税
率

を
引
き
下
げ
ま
す
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
法
人
実
効
税
率
が
平
成
27
年

度
に
は
現
行
の
34
・
62
％
か
ら
32
・
11
％
に
、

平
成
28
年
度
に
は
31
・
33
％
と
な
り
ま
す
。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
２　
中
小
法
人
の
税
率
は
ど
の
よ
う
に
な
り

ま
す
か
。

Ａ
２　
中
小
法
人
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
軽
減

税
率
が
２
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
（
図
２
）。

　
現
在
、
資
本
金
が
１
億
円
以
下
の
中
小
法
人

に
つ
い
て
は
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
ま

す
。
年
８
０
０
万
円
以
下
の
所
得
金
額
に
つ
い

て
は
法
人
税
率
が
19
％
に
軽
減
さ
れ
て
い
る
と

こ
ろ
、
さ
ら
に
15
％
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ

の
期
間
を
２
年
間
延
長
し
て
平
成
28
年
度
末
ま

で
適
用
さ
れ
ま
す
。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
３　
給
与
ア
ッ
プ
に
取
り
組
む
場
合
の
税
制

が
よ
り
有
利
に
な
る
と
い
う
こ
と
で
す
が
、
内

容
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
３　
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
給
与
ア
ッ
プ

を
行
っ
た
場
合
に
は
、
所
得
拡
大
促
進
税
制
と

し
て
法
人
税
額
・
所
得
税
額
の
10
％
を
上
限
に

税
額
控
除
（
中
小
は
20
％
が
上
限
）
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
一
定
の
要
件
と
は
、

①
給
与
等
支
給
額
の
総
額
が

　
平
成
24
年
度
か
ら
一
定
割
合
以
上
増
加

②
給
与
等
支
給
額
の
総
額
が

　
前
の
事
業
年
度
以
上

③
給
与
等
支
給
額
の
平
均
が

　
前
の
事
業
年
度
を
上
回
る
場
合

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
の
①
の
要
件
が

緩
和
さ
れ
、
よ
り
税
額
控
除
の
適
用
が
受
け
や

す
く
な
っ
た
と
い
え
ま
す
（
図
３
）。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
４　
店
舗
等
の
設
備
投
資
を
し
た
場
合
の
法

人
税
・
所
得
税
の
軽
減
措
置
は
ど
の
よ
う
に
な

り
ま
す
か
。

Ａ
４　
こ
の
制
度
は
、
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
を

営
む
中
小
法
人
や
個
人
事
業
者
が
、
商
工
会
議

所
等
の
経
営
改
善
指
導
を
受
け
て
店
舗
等
の
設

備
投
資
を
す
る
場
合
に
は
、
取
得
価
格
の
30
％

の
特
別
償
却
ま
た
は
７
％
の
税
額
控
除
（
税
額

控
除
は
資
本
金
３
，
０
０
０
万
円
以
下
の
中
小

企
業
者
等
の
み
選
択
可
能
）
が
受
け
ら
れ
る
と

い
う
税
制
で
す
。
具
体
的
な
設
備
は
次
の
よ
う

な
も
の
で
す
（
図
４
）。

平
成
27
年
度
税
制
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

誌　上
相談室

※資本金１億円超の大法人の場合の税率

現行
（平成26年度）

改正後
（平成27年度） （平成28年度）

現行より
▲2.51％

現行より
▲3.29％

34.62％ 32.11％
31.33％

※標準税率の場合

図1：法人実効税率の引き下げが実現！

図2：中小法人の軽減税率の延長＜２年間＞

法人税法における税率（本則）
租税特別措置法
における
軽減税率

年800万円以下
の所得金額 １９％ １５％

年800万円超の
所得金額 ２３．９％ －

図3：所得拡大促進税制の拡充＜３年間＞

10％の税額控除※

給与等
支給額
の総額

平成24年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※法人税額の10％
　（中小は20％）が上限

３％増 ５％増 ５％増

３％増 ４％増 ５％増

３％増

大法人

現行

改
正
後 中小事業者 ３％増 ３％増

【要件】 ・給与等支給額※の総額：平成24年度から一定割合（上図）以上増加
 ・給与等支給額の総額が前の事業年度以上、
 ・給与等支給額の平均額が前の事業年度を上回る場合

24年度から
の増加額

24年度から
の増加額

24年度から
の増加額
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①
１
台
30
万
円
以
上
の
器
具
備
品

　
（
例　
シ
ョ
ー
ケ
ー
ス
、看
板
、レ
ジ
ス
タ
ー
等
）

②
１
台
60
万
円
以
上
の
建
物
付
属
設
備

　
（
空
調
施
設
、
店
舗
内
装
等
）

　
こ
の
制
度
が
平
成
28
年
度
末
ま
で
延
長
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
５　
繰
越
欠
損
金
控
除
制
度
が
見
直
さ
れ
る

そ
う
で
す
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
に
な
り
ま

す
か
。

Ａ
５　
大
法
人
に
つ
い
て
控
除
限
度
額
が
引
き

下
げ
ら
れ
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
繰
り
越
す
こ

と
が
で
き
る
期
間
は
、
大
法
人
・
中
小
法
人
と

も
に
10
年
間
に
延
長
さ
れ
ま
す
。

　
事
業
年
度
で
欠
損
が
出
た
場
合
に
、
次
年
度

に
そ
の
欠
損
を
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る
繰
越

欠
損
金
控
除
制
度
に
つ
い
て
は
、
資
本
金
１
億

円
超
の
大
法
人
は
縮
減
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま

し
た
（
図
５
）。

　
繰
越
控
除
限
度
額
は
、
繰
越
控
除
を
す
る
前

の
所
得
の
金
額
の
現
行
80
％
か
ら
、
平
成
27
年

度
に
は
65
％
に
、
平
成
29
年
度
に
は
50
％
に
引

き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

　
な
お
、
中
小
法
人
に
つ
い
て
は
繰
越
控
除
限

度
額
に
制
限
は
な
く
、
従
来
通
り
繰
越
控
除
前

の
所
得
の
金
額
か
ら
１
０
０
％
控
除
で
き
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
か
ら
は
大
法
人
・
中
小
法
人
と

も
に
10
年
間
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
６　
外
形
標
準
課
税
が
見
直
さ
れ
る
と
い
う

こ
と
で
す
が
、
内
容
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
６　
外
形
標
準
課
税
は
、
大
法
人
（
資
本
金

１
億
円
超
）
に
課
税
さ
れ
る
法
人
事
業
税
で
す
。

法
人
の
所
得
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
所
得
割
に

加
え
て
、
法
人
の
支
払
給
与
額
や
支
払
賃
借
料

（
付
加
価
値
割
）、
資
本
金
（
資
本
割
）
と
い
っ

た
事
業
規
模
の
大
き
さ
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る

の
が
外
形
標
準
課
税
で
す
。
欠
損
を
生
じ
て
い

て
も
事
業
規
模
が
大
き
け
れ
ば
課
税
さ
れ
ま
す
。

　
今
回
の
改
正
で
は
、
外
形
標
準
課
税
の
税
率

が
２
年
間
で
段
階

的
に
２
倍
と
な
り

ま
す
（
図
６
）。

　
一
方
で
所
得
割

の
税
率
は
２
年
間

で
段
階
的
に
２
／

３
に
引
き
下
げ
ら

れ
ま
す
。た
だ
し
、

給
与
ア
ッ
プ
の
取

り
組
み
を
阻
害
し

な
い
よ
う
に
一
定

以
上
の
給
与
ア
ッ

プ
分
は
控
除
さ
れ

る
よ
う
な
手
当
も

な
さ
れ
ま
す
。

　

大
法
人
に
つ
い

て
は
、
よ
り
多
く

の
法
人
に
課
税
す

る
こ
と
で
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
を
は
か
り
、
広

く
負
担
を
求
め
る
一
方
で
、
収
益
力
の
あ
る
法

人
の
税
負
担
を
緩
和
し
よ
う
と
い
う
趣
旨
か
ら

改
正
と
な
り
ま
し
た
。

・
・
・
・
・
・

Ｑ
７　
事
業
承
継
税
制
の
改
正
は
ど
の
よ
う
な

内
容
で
す
か
。

Ａ
７　
事
業
承
継
を
行
う
場
合
に
は
、
自
社
の

株
式
を
後
継
者
へ
移
転
さ
せ
て
い
き
ま
す
。
現

在
は
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
場
合
に
、
自
社

株
式
の
贈
与
税
の
納
税
が
猶
予
さ
れ
る
制
度
が

あ
り
ま
す
。

　
現
行
で
は
１
代
目
が
存
命
中
に
、
２
代
目
が

３
代
目
に
自
社
株
式
を
贈
与
す
る
と
、
猶
予
さ

れ
て
い
た
贈
与
税
を
納
税
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
た
め
、
３
代
目
へ
の
承
継
が
難
し
い
制
度
と

な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
３
代
目
に
自
社
株
式

を
再
贈
与
し
た
場
合
に
２
代
目
に
贈
与
税
が
生

じ
な
い
よ
う
な
制
度
と
な
り
ま
す
（
図
７
）。
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特別償却（取得価格の30％）または、税額控除（7％）の選択
※税額控除は資本金3,000万以下の中小企業者のみ選択可能

利用の際、商工会議所等の経営改善指導が必要

商工会議所等
相談

図4：商業・サービス業活性化税制の延長＜２年間＞

初 代 二代目 三代目

株式の
贈与

株式の
贈与

贈与税の納税猶予制度を適用可能に

図７：円滑な事業承継促進のための措置

図6：外形標準課税の見直し＜資本金１億円超の企業＞

現行 27年度 28年度

付加価値割 0.48% 0.72% 0.96%

資本金割 0.2% 0.3% 0.4%

所得割 7.2% 6.0% 4.8%

図5：繰越欠損金控除制度の縮減＜資本金１億円超の企業＞

現行 27年度 28年度 29年度

大企業

控除
限度 80% 65% 65% 50%

繰越
期間 ９年 ９年 ９年 10年

中小
企業

控除
限度 100% 100% 100% 100%

繰越
期間 ９年 ９年 ９年 10年


